
別紙

第３次光市総合計画策定支援業務仕様書

１ 適用

  本仕様書は、光市が発注する「第３次光市総合計画策定支援業務（以下

「本業務」という。）」に適用する。

  本仕様書に明記していない事項又は疑義が生じた場合及び本仕様書に変更

を要する場合は、市との協議により定めるものとする。ただし、軽微な事項

は市の指示によるものとする。

２ 業務の目的

  本市では、平成２９年度を計画始期とする第２次光市総合計画において、

２０年後の目指す将来像「ゆたかな社会」を展望し、その実現に向けた５年

間の目標を掲げ、重点的かつ戦略的に取り組むべき政策「光・未来創生プロ

ジェクト」を中心にまちづくりに取り組んできた。こうした中、令和３年度

をもって同計画の計画期間が終了することに伴い、同計画を継承しつつ、人

口減少をはじめとするさまざまな課題や新型コロナウイルスなど社会情勢の

急激な変化に対応するため、まちの将来を担う若者などの多様な意見や「誰

一人取り残さない」社会の実現を目指す持続可能な開発目標「ＳＤＧｓ」の

視点などを取り入れながら、令和４年度から令和８年度までの５年間のまち

づくりの指針となる「第３次光市総合計画」を策定する。

  また、平成２７年１２月に策定した「光市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」については、考え方や取組みを第２次光市総合計画に継承して実施して

きたため、令和元年度に国・県が第２期総合戦略を策定する中、本市では総

合戦略の改定により計画期間を２年延長し、総合戦略と第２次光市総合計画

の計画終期をあわせたところである。このため、「第３次光市総合計画」に

「第２期総合戦略」を包含して一体的に策定するとともに、総合戦略の基礎

となる「光市人口ビジョン」についても「第３次光市総合計画」の根幹を支



える人口ビジョンとして一体的に見直しを行う。

  本業務は、本市が「第３次光市総合計画」を策定しようとするにあたり、

第２次光市総合計画等の検証や市政の現状分析、市民へのアンケート調査の

実施など必要な業務への支援として、提案・助言・技術や知識の提供などの

「コンサルティング」と、データの収集・分析、資料作成、起草作業の補助

などの「事務支援」を求めるものである。

  なお、策定にあたっては、第２次光市総合計画、光市人口ビジョン、光市

まち・ひと・しごと創生総合戦略その他市が策定している分野別計画との整

合を確保するとともに、多様な視点からの計画づくりを行うものとする。

３ 業務の内容

次に掲げる事項について策定作業の支援等を行うものとする。

 (１) 計画策定の前提となる基礎的データの収集・把握・分析及び各種デー

タのグラフ・図面・イメージ化。なお、基礎的データの主なものとして

次のとおり想定している。 

  ア 時代の潮流の把握 

  イ 地方創生に係る情報収集・分析等 

  ウ まちの特性や課題の整理 

  エ 人口推計、人口展望、人口動態等のデータ収集・作成（※光市人口ビ

ジョンの見直し及び令和２年国勢調査（速報値）への置換えを含む。） 

 (２) 第２次光市総合計画及び光市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げ

る施策・事業、数値目標の達成状況の整理及び分析 

 (３) 令和２年度に実施する、まちづくりに関する「市民意識調査（アンケ

ート）」の実施に係る次に掲げる業務。なお、アンケートは市民２，５

００人を対象に３０問１４ページ程度と、市外転出者５００人を対象に

１３問７ページ程度を予定し、いずれも回収率６０％を想定している。 

  ア アンケートの設問設定（原案の立案） 



  イ アンケートの印刷製本 

  ウ 宛名ラベルの貼付、封入封緘（※宛名ラベル及び発送用封筒は市が準

備し、発送費用は市が負担） 

  エ 返信用封筒の作成（※返送費用は市が負担） 

  オ 回答結果の集計・分析 

  カ 結果報告書（①単純集計結果の速報版、②分析後の最終報告書）の作

成 

 (４) 令和３年度に実施する、「まちづくり市民アンケート（毎年度実施し

ている第２次光市総合計画の進捗管理用アンケート）」の実施に係る次

に掲げる業務。なお、アンケートは市民２，０００人を対象に３０問１

４ページ程度、回収率６０％を想定している。 

  ア アンケートの印刷製本 

  イ 宛名ラベルの貼付、封入封緘（※宛名ラベル及び発送用封筒は市が準

備し、発送費用は市が負担） 

  ウ 返信用封筒の作成（※返送費用は市が負担） 

  エ 回答結果の集計・分析 

  オ 結果報告書（①単純集計結果の速報版、②分析後の最終報告書）の作

成 

 (５) 市民参画による計画策定を行うために設置する「光市まちづくり市民

協議会」の運営に係る次に掲げる業務。なお、協議会の委員は３５名程

度、会議は８回程度開催し、うち１回はタウンウォッチング、３回程度

はワークショップ、２回程度は分科会方式（３班程度）を想定している。 

  ア 協議会の運営に係る立案 

  イ タウンウォッチングに係る立案・運営 

  ウ ワークショップの立案、資料作成等準備、司会進行及び助言・提言等

のファシリテーター役 

  エ 会議録（要旨）の作成（※分科会方式を含めて全１２回程度分） 



 (６) 令和３年度に実施する、「市民対話集会」（第３次総合計画骨子案につ

いて市民・地域と意見交換を行う場）の開催に係る次に掲げる業務。な

お、市内１２会場（１２コミュニティセンター。うち１会場は離島（牛

島））で、集会の所要時間は１時間３０分から２時間程度を想定してい

る。ただし、新型コロナウイルスの感染が拡大している場合は、別の方

法により開催又は意見交換を行うことも想定する。 

   ア 市民説明用資料の作成 

    (ア) パワーポイント作成（１５分～２０分程度の内容） 

    (イ) 配布資料の作成・印刷製本（Ａ４普通紙、２５ページ程度、 

１，５００部） 

   イ 会議録（要旨）の作成 

   ウ 会場での意見・提言のまとめ（一覧表など） 

   エ 意見・提言カード（参加する市民に記入を依頼し、当日会場で回収

又は後日郵送で提出）のまとめ（一覧表など） 

 (７) 計画策定に係る提案・助言。なお、提案・助言を求める主な内容とし

て次のとおり想定している。 

  ア 計画構成 

  イ 総合戦略（人口ビジョンの見直しを含む。）の一体化の方法 

  ウ ＳＤＧｓの視点の取入れ方法 

  エ 目標値や指標等の設定、評価方法 

  オ 計画の進捗管理の方法（行動計画など） 

  カ 新型コロナウイルス感染症や超スマート社会（Society 5.0）がもた

らす社会変化の予測と事例収集 

  キ その他計画策定全般における提案・助言 

 (８) 上記に掲げる手法を経て作成する第３次光市総合計画の骨子、素案、

最終案及び完成版の資料作成等。なお、骨子、素案、最終案及び完成版

は印刷・配布できる状態のものをデータで納品すること（※印刷物では



ない。）。 

４ 予定履行期間

  契約締結日から令和４年３月３１日まで

  なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、この期間内の計画策定が

困難となる場合は、別途協議の上、取扱いを決定する。

  また、主な履行期限等の予定はおおむね次のとおりとする。

  ・市民意識調査（令和２年度アンケート） 令和２年１１月頃に実施

  ・計画骨子案              令和３年３月までに策定

  ・市民対話集会             令和３年５月頃に実施

  ・市民アンケート（令和３年度）     令和３年６月頃に実施

  ・計画素案               令和３年８月までに策定

  ・パブリックコメント          令和３年１０月頃に実施

  ・計画最終案              令和３年１１月までに策定

  ・議案上程               令和３年１２月議会定例会

  ・計画完成               令和４年３月末までに完成

５ 打合せ協議

  打合せ協議については、１０回程度を予定するが、必要が生じたときは、

随時、打合せ協議に対応できること。

６ 成果品等 

  本業務の成果として、次のものを提出すること。 

 (１) 令和２年度業務報告書（紙媒体） １部 

 (２) 最終業務報告書（紙媒体）    １部 

 (３) （１）及び（２）の電子データ    １式 

 (４) 第３次光市総合計画策定に係る資料及び本業務の作業過程で作成した



資料の電子データ １式 

 (５) その他本業務に関連する資料等で本市が求めるもの 

７ 成果品等の帰属

  本業務において得られた資料・成果は全て光市に帰属するものとし、受託

者は光市の許可なくして第三者に貸与し、又は公表してはならない。

８ その他

 (１) 受託者は、本業務の遂行にあたって新型コロナウイルス感染症対策を

講じること。また、市との打合せ協議や、まちづくり市民協議会を委員

参集による会議開催が困難な場合における意見聴取の方法などについて、

提案すること（オンライン打合せ、ウェブ会議の開催など）。 

 (２) 受託者は、本業務を円滑に遂行するために、本業務の開始から完了ま

での間、業務経過内容全般を常に把握している専任の担当者を置き、定

期的に連絡調整を行うこと。 

 (３) 本業務を進めるにあたって、個人情報及びプライバシーの保護が必要

であることから、受託者は、光市個人情報保護条例（平成１６年光市条

例第１２号）を順守するとともに、本業務の履行に際し知り得た個人情

報等の秘密を他人に漏らしてはならない。本業務の完了後も同様とする。 

 (４) 本業務の履行に際し使用する図表やデータ、画像等の著作権、使用権

等の権利については、受託者において、使用許可を得ること。なお、こ

れらを怠ったことにより、著作権等の権利を侵害したときは、受託者は、

その一切の責任を負うこと。 

 (５) 受託者は、本業務の履行に際し他人に損害を与えた場合は、直ちに市

に報告するとともに、その責任において速やかに弁償及び信頼の回復に

努めるものとする。 

 (６) 本業務の完了後、受託者の責任に帰すべき理由による成果物の不良箇



所が発見された場合は、受託者は速やかに市が必要と認める訂正、補正、

その他必要な措置を行うものとし、これに対する経費は受託者の負担と

する。 


